
   (1)  有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券 ……… 償却原価法（定額法）によっている。

   (2)  固定資産の減価償却の方法
有形固定資産：定率法（平成28年4月1日以降取得の建物は定額法）によっている。
無形固定資産：定額法によっている。なお、ソフトウェアについては、利用可能期間（5年）に基づく定額法によっている。

   (3)  引当金の計上基準
① 　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。
② 　退職給付引当金

　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当年度末において発生していると認められる
　額を計上している。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算している。

③ 　役員賞与引当金
　役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

④ 　賞与引当金
　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。
 

該当事項なし。

該当事項なし。

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は次のとおりである。

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

該当事項なし。

該当事項なし。

該当事項なし。

8．指定正味財産から一般正味財産への内訳

9．関連当事者との取引内容

10．重要後発事象

合 計 0 10,929,160 10,929,160 0
そ の 他 の 補 助 金 小林市 0 100,000 100,000 0
そ の 他 の 補 助 金 宮崎県 0 1,793,000 1,793,000 0
看護の普及啓発事 (公社)日本看護協会 0 100,000 100,000 0

貸借対照表上の記載区分

教 育 事 業 助 成 金 (公社)日本看護協会 0 8,936,160 8,936,160 0
補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

合 計 298,320,775 279,734,000 -18,586,775

7．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

(単位：円)

第183回利付中期国債（5年） 30,031,900 29,763,000 -268,900
第481回利付中期国債（2年） 20,029,333 19,986,000 -43,333

第377回利付長期国債 49,942,042 45,950,000 -3,992,042
第381回利付長期国債 49,601,750 48,990,000 -611,750

債 券 （ 減 価 償 却 引 当 資 産 ）
第376回利付長期国債 148,715,750 135,045,000 -13,670,750

5．保証債務等の偶発債務

6．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時　　価 評価損益

合　　　　　　計 516,688,866 (0) (453,938,308) (62,750,558)

4．担保に供している資産

減 価 償 却 引 当 430,344,203 (0) (430,344,203) -
修 繕 費 引 当 23,594,105 (0) (23,594,105) -

役 員 退 職 慰 労 引 803,000 - - (803,000)
退 職 給 付 引 当 61,947,558 - - (61,947,558)

　対応する額)

特 定 資 産

3．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
    基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

                  科           目 当期末残高
(うち指定正味財　 (うち一般正味財　 (うち負債に　
　産からの充当額) 　産からの充当額)

修 繕 費 引 当 資 産 23,995,165 0 401,060 23,594,105
合　　　　　　計 498,515,800 201,901,187 183,728,121 516,688,866

退 職 給 付 引 当 資 産 55,629,833 6,567,725 250,000 61,947,558
減 価 償 却 引 当 資 産 418,525,802 194,895,462 183,077,061 430,344,203

特 定 資 産
役 員 退 職 慰 労 引 当 資 産 365,000 438,000 0 803,000

    基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
(単位：円)

                 科           目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針
「公益法人会計基準」（平成20年4月11日　平成21年10月16日改正　内閣府公益認定等委員会）を採用している。

   (4)  リース取引の処理方法

   (5)  消費税等の会計処理

2．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高


